事 務 連 絡 
令 和 元 年 12 月 26 日 


各 都 道府県 、 指 定 都 市 、 中 核 市 
障害 保健 福祉 主管 部 ( 局 ) 御 中 


厚生 労働 省 社会 ・ 援 護 局 
障害 保健 福祉 部 精神 ・ 障 害 保健 課 


自立 支援 医療 の 経過 的 特例 に 係る 支給 認定 の 取扱 い に つ いて 


自立 支援 医療 に つき まし て 、 平 素 より 御 尽 力 い た だ き 御礼 申し 上 げ ま す 。 

障害 者 総合 支援 法 (平成 1 7 年 法律 第 1 2 3 号 ) に 基づく 自立 支援 医療 の 利用 者 負担 に 
つい て は 、 所 得 に 応じ た 負担 上 限 月 額 を 設け る な どの 負担 軽 減 措置 等 を 講じ て いる と ころ 
で す が 、 下 記 の 2 点 に つい て は 、 障 害 者 自立 支援 法 施行 令 (平成 1 8 年 政令 第 1 0 号 ) に 
お いて 、 令 和 3 年 3 月 3 1 日 まで の 経過 的 特例 と し て いる と ころ で す 。 

この こと か ら 、 当 該 経過 的 特例 に 係る 改正 後 の 障害 者 総合 支援 法 施行 令 が 施行 され る ま 
で の 間 に 経 過 的 特例 の 対象 と な る 方 へ 支給 認定 を 行う 場合 は 、 経 過 的 特例 の 適用 は 令 和 3 
年 3 月 3 1 日 まで と する こと を 原則 と し ます が 、 各 自治 体 の 判断 に より 、 受 給 者 証 に 「 経 
過 的 特例 が 延長 され た 場合 は 令 和 〇 年 〇 月 〇 日 まで と する 。 」 等 の 記載 を する こと に より 、 
経過 的 特例 が 延長 され た 場合 の 受給 者 証 の 有効 期間 の 延長 を 不要 と する な どの 措置 を 取っ 
て も 差し 支え な いこ と と し ます 。 そ の 際 に は 、 各 関係 機関 に お いて 混乱 及び 取扱 い に 誤 り 
が な いよ う 、 経 過 的 特例 及び 当該 措置 に 関し て 趣旨 等 の 周知 を お 願い し ます 。 

な お 、 各 都 道 府 県 担 当 者 に お か れ ま し て は 、 管 内 市 町 村 担当 者 に 当該 事務 連絡 を 配布 し 
て いた だ く よ う 併せ て お 願い し ます 。 


記 


1 高額 治療 継続 者 (いわ ゆる 「 重 度 か つ 継 続 」) の 方 に つい て は 、 市 町 村民 税 の 所 得 割 
の 額 が 2 3 万 5 千 円 以上 の 世帯 に 属す る 方 も 自立 支援 医療 の 対象 と し 、 負 担 上 限 月 額 を 
2 万 円 と し て いる 経過 的 特例 


2 育成 医療 の 中 間 所 得 層 (市 町 村民 税 所 得 割 額 く 2 3 万 5 千 円 ) の 方 に つい て は 、 負 担 
上 限 月 額 を 市 町 村民 税 所 得 割 3 万 3 千 円 未満 の 世帯 は 5 千 円 、 市 町 村民 税 所 得 割 3 万 3 千 
円 以上 2 3 万 5 千 円 未満 の 世帯 は 1 万 円 と し て いる 経過 的 特例 


厚生 労働 省 社会 ・ 援 護 局 障害 保健 福祉 部 
精神 ・ 障 害 保健 課 自 立 支援 医療 係 安斉 
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